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PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組のPDCA

章 節 内容 期限 平成29年度末までの取組
PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）

に掲げる取組案
（改定アクションプランの記載案）

３．推進
のための施
策

（１）実
効性のあ
る優先的
検討の推
進

①国や全ての人口２０万人以上の地方
公共団体等において、速やかに優先的検
討規程の策定が完了するよう、未策定団
体の訪問等により、策定における課題の解
消に向けた助言等の支援を実施する。

（平成２
９年度末
まで）

個別訪問やイベント（プラットフォーム等）、電話等を通
じて、未策定団体に対して策定の再要請及び状況のヒ
アリング・課題解消に向けた助言支援等を実施すると共
に、多くの団体が共通して抱える課題（算出したVFMの
妥当性、客観性のある定性評価、調査費用の捻出
等）を平成29年12月の優先的検討部会にて整理した
ところであり、今後対策を検討することとした。また、平成
29年度末の国及び全ての地方公共団体の策定状況を
現在調査中であり、4月以降に公表予定である。

国や全ての人口２０万人以上の地方公共団体等にお
いて、速やかに優先的検討規程の策定が完了するよう、
策定における課題の解消に向けた助言等の支援を引き
続き実施するとともに、毎年度策定状況を公表する。
（平成３０年度から）

３．推進
のための施
策

（１）実
効性のあ
る優先的
検討の推
進

②優先的検討規程の運用状況をフォロー
アップし、既に策定した運用の手引を踏ま
え、運用上の課題の抽出と対応策の検討
を行うことにより、運用状況の適正化を図
る。

（平成２
９年度か
ら）

本年9月末時点の策定率及び策定・運用の課題を把
握するべく、国・全地方公共団体に対して上期フォロー
アップ調査を実施した。また、優先的検討に関する優良
事例の取組を実施している地方公共団体へヒアリングも
実施しており、それらの結果を踏まえ12月の優先的検討
部会において、運用における論点を整理したところである。

優先的検討規程の運用状況をフォローアップし、既に策
定した運用の手引を踏まえ、運用上の課題の抽出と対
応策の検討を行うことにより、運用状況の適正化を図る。
加えて、具体的な案件形成が実際に進むように実施主
体の経験に応じた支援・情報の横展開を行うとともに、
実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検
討・導入手法の開発を検討する。
（平成３０年度から）

３．推進
のための施
策

（１）実
効性のあ
る優先的
検討の推
進

③優先的検討規程の策定及び運用を行
う人口２０万人未満の地方公共団体に
対する支援事業を実施する。

（平成２
９年度か
ら）

平成29年度、支援対象とする人口20万人未満の地
方公共団体（米子市）を選定（6月）。業務を委託
するコンサルタントを決定し、優先的検討規程策定と規
程運用の初期段階の支援を実施。

優先的検討規程の策定及び運用を行い、具体的な案
件形成に取り組む地方公共団体に対する支援事業を
実施する。

３．推進
のための施
策

（１）実
効性のあ
る優先的
検討の推
進

⑦優先的検討の優良事例の横展開の具
体的推進を図る。

（平成２
９年度か
ら）

地方公共団体へのヒアリングを実施しており、年度内に
他の地方公共団体の参考となる情報を整理した後、横
展開する予定である。

【取組内容②に統合】

３．推進
のための施
策

（１）実
効性のあ
る優先的
検討の推
進

⑧地域の実情や運用状況を踏まえ、人口
２０万人未満の地方公共団体への適用
拡大を図る。その際、実効性が上がる方
策について、具体的に検討する。

（平成２
９年度末
まで）

フォローアップ調査で人口20万人未満の地方公共団体
における課題について把握し、12月の優先的検討部会
において今後の論点も整理済である。また、ヒアリング調
査した優先的検討に関する小規模地方公共団体の取
組を整理し、今後横展開を図る予定。

地域の実情や先行事例を踏まえ、人口２０万人未満
の地方公共団体へのＰＰＰ／ＰＦＩの導入促進を図
る。その際、人口２０万人未満の地方公共団体をはじ
めとする実施主体の負担軽減策として、柔軟性・実効性
のある検討・導入手法の開発を検討する。
（平成３０年度から）

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）の進捗状況等
（１）実効性のある優先的検討の推進



○平成29年9月末時点の優先的検討規程の策定状況

うちH2 9 年度中

13 12 92.3% 1 0 13 100.0% 0

　都道府県 47 32 68.1% 15 15 47 100.0% 0

　政令市 20 18 90.0% 2 2 20 100.0% 0

　人口20万人以上の市区 114 69 60.5% 43 35 112 98.2% 2

小  計 181 119 65.7% 60 52 179 98.9% 2

　（参考）人口20万人未満の市区町村 1,607 24 1.5% 272 20 296 18.4% 1,311

合  計 1,788 143 8.0% 332 0.0% 475 26.6% 1,313

今後策定予定
策定済・予定団体数 策定しない

地
方
公
共
団
体

国

策定主体 団体数 策定済

○平成29年度上半期における優先的検討規程の運用状況

（※１）優先的検討規程の策定前に案件の検討を開始した団体を含む
（※２）平成28年10月時点の内閣府調査によるもの（年度末の状況は現在調査中）

規程策定済である地方公共団体のうち、簡易な検討以降のプロセスを実施している団体数は、
人口20万人以上の団体で３３、人口20万人未満の団体で６となっている。今後、さらに具体的
な案件形成が実際に進むように実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行う。

簡易検討を実施した
団体数

詳細検討を実施した
団体数

PPP/PFI手法を採
用しない場合、その
旨を公表した団体数

　都道府県 32 9 4 1 24

　政令市 18 6 4 1 14

　人口20万人以上の市区 69 18 7 0 42

小  計 119 33 15 2 80

　（参考）人口20万人未満の市区町村 24 6 1 0 7

運用主体
策定済
団体数

規程に基づいた各検討プロセスを実施した団体数（※１） 【参考】平成32年度
までに事業費総額
10億円以上または
運営費1億円以上の
事業を実施予定と回
答した団体数（※２）
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優先的検討規程の策定・運用状況



○地方公共団体へのアンケート・ヒアリングにより把握した主な課題

【策定における具体的な主な課題】

ü 対象事業を丁寧に整理するように首長指示が出ており、その対応のために時間を要している。

ü 議会から委託費削減を強く言われており、導入可能性調査を行う案件を絞る必要があるため、規程の仕組みづ

くり（優先的検討の網の掛け方）に苦慮している。

ü 規程の策定を前向きに考えているものの、マンパワーに限界があり、手が回っていないのが実態。

ü PFI事業の経験がなく、職員の理解不足等がネックとなっている。

ü 市として官民連携の重要性を踏まえて勉強をしているが、VFM計算シートを用いて算出した数値の妥当性に疑

問を持っている。

【運用における具体的な主な課題】
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その他（検討スケジュールの確保等）（3団体）

検討結果の対外的な説明をどのように行うか（19
団体）

PPP/PFIのどの手法を採用候補として検討を行う

か（22団体）

詳細な検討以降のステップに進む際の予算確保

をどのように行うか（24団体）

定性的な評価の客観性をどのように担保するか

（26団体）

算出したVFMの数値の妥当性をどのように担保

するか（34団体）

20万人以上 20万人未満

○簡易な検討を実施する上で課題となった内容
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検討結果の対外的な説明をどのように行うか（10
団体）

調査を実施する外部コンサルをどのように選定す

るか（8団体）

民間事業者の参画意向をどのように把握するか

（11団体）

簡易な検討の際に算出したVFMの数値と異なる

結果となった（3団体）

詳細な検討を実施する上での調査費用の捻出

（14団体）

20万人以上 20万人未満

○詳細な検討を実施する上で課題となった内容
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優先的検討の課題について



１．現状と課題
（１）人口20万人以上の地方公共団体（規程の策定・運用を国から要請）

①平成29年9月末時点において、65.7%（119団体）の策定率にとどまっている。
②未策定団体においては、対象事業の丁寧な整理の必要性、職員の理解不足、算出したVFMの妥当性の確保等、運用を見据えての

調整がネックとなっている。
③なお、未策定の団体には、個別案件ごとに民間活力の活用の検討等を独自に実施しているところも含まれている。
④運用については、一部の団体において事務庁舎や社会教育施設・文化施設等の分野で検討が開始され始めている。今後の運用に

関して、算出したVFMの妥当性の確保、客観性のある定性的な評価の実施、調査費用の捻出がネックとなっている。
⑤既に案件化に向けて運用が進んでいる団体、規程は策定したものの運用が進んでいない団体、規程を未策定の団体に分類されるが、

それぞれのフェーズに応じた課題を有している。

（２）人口20万人未満の地方公共団体
①規程を策定した団体は24団体あり、今後策定予定の団体とあわせるとおよそ300団体となる予定であるが、残り1300以上の団体にお

いては現段階では策定の予定はない。
②人口20万人未満の団体においても、今後庁舎の建て替えや学校の統廃合等の大規模な事業があることが予想されるが、その認識

が十分にされていない。
③人口20万人以上の団体以上に、担当者の理解やマンパワーの不足がネックとなっており、策定意向のある団体にPPP/PFIを推進す

るためには、これらへの適切なフォローが課題となっている。

２．上記課題を踏まえた推進に当たっての論点について
①規程の運用がさらに進んでいくためには、優先的検討のプロセスを円滑に行えるようにすることが必要であり、サウンディング調査等

を含めて検討方法を大幅に簡易化できるようにするなど、仕組みの改善余地がある。
②優先的検討の取組について前向きな団体をしっかりと支援し、状況を「見える化」することにより、その他の団体を後押しすることが必

要ではないか。
③公共施設等の整備等を実施するに当たり、地方公共団体の規模にかかわらず、地域の実情や先行事例等を踏まえPPP/PFIを含め

て幅広く手法を検討することは、公的負担の抑制・事業の効率化・サービスの向上等につながる可能性があるという観点から有効であ
る、というメッセージの発信が必要ではないか。

○優先的検討部会で課題を調査し、昨年12月、ＰＦＩ推進委員会において以下のとおり推進に当たっての論点を整理。

整理した論点を踏まえ、平成３０年以降で、実施主体の負担軽減策として、柔軟性・実効性の
ある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるＶＦＭ計算省略、詳細検討における導入可能性
調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等を検討）を重点的に進める。
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優先的検討の課題を踏まえた今後の取組方針



ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の適用を従来手法に優先して検討する規程（優先的検討規程）を策定・運用して、実際
の事業を進捗させようという段階を支援 （平成30年度は地方公共団体の人口規模は問いません）

概要

支援内容

■対象

庁内でPPP/PFI手法を検討する具体の事業があり、
かつ、優先的検討規程を策定済み又は平成30年度末
までに策定予定の地方公共団体
（地方公共団体の人口規模は問わない）

小金井市（東京都）

福井市（福井県）

上越市（新潟県）

松本市（長野県）

富士市（静岡県）

■過年度の支援実績

米子市（鳥取県）

【平成28年度】

【平成29年度】

■具体的な実施事項（例）

コンサルタントを地方公共団体に派遣し、助言や資料提供
により、地方公共団体が行う優先的検討規程の策定、あるい
は、対象事業に関する優先的検討規程の運用の初期段階
を実際に事業化することを念頭に支援

・ 優先的検討規程の策定に係る助言

・ 他の地方公共団体が策定した優先的検討規程の優良
事例に関する情報提供

・ 優先的検討規程の運用方法に関する助言

・ 対象事業の類似事例におけるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入効
果や特徴に関する情報提供

・ 対象事業の実施に向けたスケジュール、検討項目、それ
らに取り組む際の留意点等に関する情報提供 等

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦＩ 手続
事業
実施

事業立案

事
業
の
段
階

事業
構想
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平成30年度 優先的検討運用支援 募集期間：3/2～3/22
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PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組のPDCA

章 節 内容 期限 平成29年度末までの取組
PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）

に掲げる取組案
（改定アクションプランの記載案）

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

①人口２０万人以上の地方公共団体を中心に
全国で地域プラットフォームを４７以上形成する。

（平成３０
年度末ま
で）

平成29年度末までに計16地域の地域プラットフォーム形成支
援を実施（平成27年度：5地域、平成28年度：5地域、
平成29年度：6地域）

【完了】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

②地方ブロック単位で形成されたブロックプラット
フォームについては、平成２８年度末までに人口２
０万人以上の地方公共団体を中心に平成２８
年版で設定した目標団体数を超える１９１団体
が参画しており、今後は人口２０万人未満の地
方公共団体への参画を働きかけ、団体数の更なる
増加を図る。

（平成３０
年度末ま
で）

国土交通省と連携し、ホームページで募集をするとともに、各地
方公共団体を訪問した際に参加の働きかけを実施。

【完了】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

③運用マニュアルの周知を図り、運用マニュアルを
活用したプラットフォーム形成及び効果的な運営を
働きかける。

（平成２９
年度から）

地方ブロックプラットフォームや各種講演の機会等を活用してマ
ニュアルの周知を図り、地域プラットフォームの形成や運営の参
考にしてもらうよう働きかけを実施。また、既存プラットフォームに
対しても周知し、今後の運営においてマニュアルを参考にしても
らうよう働きかけを実施。

【継続】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

④地域プラットフォームの実践ノウハウを有する専門
家や経験豊かな地方公共団体職員を既存のプ
ラットフォームに派遣し、情報提供、助言等の支援
を実施する。

（平成２８
年度から）

既存プラットフォームの活動状況を確認する際に、併せて専門
家派遣の活用を紹介。要望に応じて専門家の派遣や内閣府
職員による対応を実施中。

【継続】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

⑤複数の地方公共団体等で構成される広域的な
地域プラットフォームの形成・運営を支援する。

（平成２９
年度から）

平成29年度において複数の地方公共団体等で構成される広
域的な５地域（石川県域、岐阜県域、三重県域、京都府
域、宮崎県域）の地域プラットフォーム形成・運営を支援。

【継続】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

⑥地方公共団体等に対して、地域プラットフォーム
の形成数や具体の案件形成数等の実施状況の
フォローアップを実施し、結果を公表する。

（平成２８
年度から）

地方公共団体等にアンケートを実施し、地域プラットフォームの
形成数、具体の案件形成数の状況をフォローアップし、ホーム
ページで結果を公表する予定

【継続】

３．推進
のための施
策

（２）地域プラット
フォームを通じた案件
形成の推進

⑦ブロックプラットフォーム等を積極的に活用し、地
方公共団体におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業推進に
関する国への施策ニーズの把握に努めるとともに情
報提供、助言等を行う。

（平成２８
年度から）

国土交通省と連携し、平成28年度より全国９ブロックにおいて
継続的に開催されている会議の中で国の施策や内閣府の取
組に関する情報提供や地方公共団体等との意見交換を実施。

【継続】

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）の進捗状況等
（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の支援



7

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組のPDCA

章 節 内容 期限 平成29年度末までの取組
PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）

に掲げる取組案
（改定アクションプランの記載案）

３．推進の
ための施策

（４）民間提案の積極
的活用

①民間提案を促進するため、「ＰＰＰ事業における
官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」
の周知を図る。

（平成２９
年度から）

国土交通省と共催の地方ブロックプラットフォームをや各種講演を活用
して周知を図っている。

【継続】

３．推進の
ための施策

（４）民間提案の積極
的活用

②民間事業者が提案を行うために必要な情報提供、
提案に対する応答、提案の評価方法、検討結果の
公表、提案を行う民間事業者の権利利益の確保等
を明記した民間提案活用指針を策定する。

（平成２９
年度末ま
で）

大府市への支援等を通じて、民間提案（ＰＦＩ法に基づかないもの
も含めて）に関し、実情や、情報提供のあり方、提案の評価方法等の
課題について調査検討を実施中。現在進行中の大府市の事業の状
況を踏まえて、民間提案活用指針の策定の必要性も含めて引き続き
検討中。

官民対話・民間提案が一層積極的に活用されるよう、支援事業や実
施事例を通じての知見の収集につとめ、既存の指針やガイドラインと併
せて周知を図る。
（平成３０年度から）＜内閣府＞

３．推進の
ための施策

（４）民間提案の積極
的活用

③民間提案を活用する地方公共団体等に対する支
援を実施する。

（平成２９
年度から）

平成29年度、支援対象とする地方公共団体（大府市）を選定（6
月）。業務を委託するコンサルタントを決定し、民間提案を活用した取
組に対する支援を実施。

【継続】

３．推進の
ための施策

（４）民間提案の積極
的活用

④優先的検討プロセスにおける民間提案制度のあり
方を検討する。

（平成２９
年度末ま
で）

優先的検討に係る課題（算出したVFMの妥当性、客観性のある定
性評価、調査費用の捻出等）を平成29年12月の優先的検討部会
にて整理した。

優先的検討の負担軽減策として、官民対話や定性的評価の手法充
実等による柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発が可能か検
討する。

３．推進の
ための施策

（５）情報提供等の地
方公共団体に対する支援

②ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する地方公共団体等
からの照会・相談に対応する省庁横断的なワンストッ
プ窓口について、公的不動産利活用事業やバンドリ
ング・広域化等の照会・相談に対応できるよう調整体
制を強化するとともに、その周知を図る。

（平成２９
年度末ま
で）

ＰＰＰ／ＰＦＩの実務を経験し、迅速に対応できる政策調査員等を
配置。平成29年度に政策調査員を増員し体制強化を図っている。
また、各種講演等を通じてワンストップ窓口支援の周知を実施。
その他、ワンストップ窓口の制度の創設を盛り込んだPFI法改正法案を
平成30年通常国会に提出した

改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円
滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳
細を検討する。
（平成３０年度末まで）＜内閣府＞

３．推進の
ための施策

（５）情報提供等の地
方公共団体に対する支援

③ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の専門家や法律、会計、
税務、金融等の高度な専門的知識を有するコンセッ
ション事業の専門家を地方公共団体等に派遣し、Ｐ
ＰＰ／ＰＦＩ事業の実施に関する情報提供、助言
等の支援を実施する。

（平成２８
年度から）

地方公共団体等への専門家派遣は平成28年度46件実施。平成
29年度は12月末時点で41件の申込があり、情報提供、助言等を
行っているところ。
また、高度専門家派遣による支援事業として平成28年度に大阪市の
新美術館計画、平成29年度に南伊豆町の広域型廃棄物処理施設
の整備・運営計画を支援した。

【継続】

３．推進の
ための施策

（５）情報提供等の地
方公共団体に対する支援

④バンドリング・広域化、あるいは公的不動産利活用
を含めた幅広い種類のＰＰＰ事業について先導性
の高い優良事例を収集する。この際、地域経済の活
性化への貢献のほか、庁内での意思決定段階、プロ
ジェクト推進段階、あるいは地元関係者との合意形
成の段階等に踏み込んでの成功要因の分析も行い、
これを同種・類似のＰＰＰ／ＰＦＩ事業を実施しよ
うとする地方公共団体等へ情報提供することにより横
展開を図る。

（平成２９
年度から）

平成29年度、調査業務を活用し、事例についての情報収集を行い、
活用が進んでいない分野や重点的に推進を図るべき分野等、分野ごと
の状況を把握。それぞれの分野の状況に応じた情報収集及び横展開
について検討を実施中。

【継続】

３．推進の
ための施策

（５）情報提供等の地
方公共団体に対する支援

⑤首長、地方議会等のＰＰＰ／ＰＦＩに対する理
解促進を図るため、首長、地方議会等を対象とした
セミナー等を実施する。

（平成２９
年度から）

国土交通省と連携し、全国のブロックプラットフォームにおける首長意見
交換会を実施。
また、資産経営・公民連携首長会議に参加し、首長向けに講演を実
施。

【継続】

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）の進捗状況等
（４）民間提案の積極的活用、（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援



○ 平成29年度末までに、52地域において地域プラットフォームの形成を支援（KPI：47（平成30年度））。

○ 平成30年度は、平成29年度に引き続き、複数の地方公共団体等で構成される広域的な地域プラットフォーム
の形成・運営を重点的に支援する。また、具体案件についての官民対話（サウンディング）に重点をおいた
運営を支援し、案件形成のモデル構築を図っていく。

みえ公民連携共創
プラットフォーム

地方公共団体
(三重県、県内全29市町村)

四日市港管理組合

民間企業（県内）
三重県建設業協会

三重大学
百五銀行

（百五総合研究所）

民 官

学 金

第１部 セミナー
○講演 「地方におけるPPP/PFI」

【NPO法人全国地域PFI協会】
○実務研修プログラム 【百五総合研究所】
・ PFIの概要と動向（PFIの基礎知識）
・ 多様なPPP手法・事業スキームの比較
・ PFI県内導入事例・全国先進事例の分析

○講演「都市公園における官民連携のあり方」
【国土交通省】

第２部 グループワーク
○津市 「中勢グリーンパークにおける官民連携」
・ 事業概要説明【津市】
・ グループ討議 【官・民の参加者】
交流拠点としての賑わいの創出に資する
導入機能と実施内容について

回 開催日 実施内容

1 11/15 ○講演（公園管理の官民連携事業等）○グループワーク（自治体の官民連携の現状と推進策）

2 1/23 ○講演（ノウハウ習得 等）○具体案件について官民対話

3 2/20 ○講演（ノウハウ習得 等）○具体案件について官民対話

■活動内容

■体制

みえ公民連携共創プラットフォーム（三重県域） 【平成29年度支援】

■プログラム（第２回）

8

地域プラットフォーム形成の推進



○ 民間提案の取組支援 ⇒平成29年度は大府市を支援。平成30年度も支援を実施。

○ 民間提案活用指針の策定 ⇒大府市への支援等を通じて調査検討を実施中。

○ 優先的検討における民間提案制度のあり方の検討
⇒平成29年度は優先的検討に係る課題を整理。今後は優先的検討の負担軽減策としての民間提案（官民
対話）の活用を検討する。

募集期間：3/2～3/22

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実施に当たり、ＰＦＩ法に基づく民間提案の制度を活用し、民間事業者のアイデアや
能力を事業に導入していく取組について支援

支援概要

民間提案制度について

個別事業の
提案公募

ＶＦＭ算出の簡便化 インセンティブ付与
３２

１

事業公募
事業者
選定

実
施
方
針
策
定

民間事業者が
実施方針案を

検討・提案

提案
採用

（従来制度に
を

付加）

１ ２ ３

■実施概要

コンサルタントを地方公共団体等に派
遣し、民間提案の公募、受付、評価、活
用検討等の取組を一連で支援

■支援対象

具体のPPP/PFI事業を検討しており、事業の実施にあたりＰＦＩ
法に基づく民間提案制度の活用を予定する地方公共団体等

支援内容

提案公募要領の公表

事前説明・相談の
実施

結果の通知・公表

提案を活用した事業
内容・条件の検討

提案の受付

提案のとりまとめ・
評価

民
間
提
案
の
取
組
を
一
連
で
支
援

■ＰＦＩ法(第６条)に基づく民間提案制度とは

民間事業者の側から、公共施設等の管理者に対し
PFI事業の実施方針を定めることを提案できる制度

従来の民間提案制度

■過年度の支援実績

大府市（愛知県）

■民間事業者に配慮した制度の活用

制度があまり活用されていない現状の課題を踏まえ
民間事業者がより取り組みやすくなるよう、①個別事業
の提案公募、②ＶＦＭ算出の簡便化、③インセンティブ
付与、の仕組みを付加した運用を実施・提案公募要領の作成支援

・民間事業者への事前説明の支援

・提案の評価方法決定への助言

・提案の事業への具体的な活用方法
の検討支援 等

【平成29年度】

9

民間提案の積極的活用に向けた取組



コンセッション事業等の実施を検討している地方公共団体等に対し、法律・会計・税務・金融等の高度な

専門的知識を有する専門家を派遣し、情報提供、助言等の支援を実施

概要

過年度の支援実績

■支援対象

■対象事業 （仮称）大阪新美術館の運営事業

・大阪市が新築整備する新美術館の運営に
ついて、コンセッション方式の導入を検討

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業立案

事
業
の
段
階

事業
構想

※コンセッション事業等高度な知見を
必要とするもののみ対象

庁内
調整

■具体的な実施事項（例）

高度な専門的知識を有する専門家を地方公共団体等

に派遣し、支援対象事業を実現するために専門的検討
が必要な課題について、参考となる情報提供や解決方

策の検討に対する助言等を実施

・ 法令上の制約事項や会計・税務の制度等を踏まえた
最適な事業スキームの検討に対する助言

・ 事業採算性の検証の実施（民間事業者ヒアリング、

事業収支シミュレーションの実施等）に関する助言

※対象事業の課題に応じた支援を実施します

大阪市（大阪府）

南伊豆町（静岡県）■支援対象

■対象事業 広域廃棄物処理施設整備事業

・南伊豆町と隣接する下田市、松崎町の1市2町
が使用する廃棄物処理施設を整備する計画

・南伊豆町がPFI手法（BOT方式）により廃棄物
処理施設を建設し、下田市、松崎町が施設運
営を担う民間事業者と直接委託契約を締結す
る新しい運営方式の導入を検討

【平成29年度】

【平成28年度】

■対象

高度な専門的検討を必要とする以下のいずれかに該

当する事業を実施しようとしている地方公共団体等

・ コンセッション事業（公共施設等運営権制度を活用し
たＰＦＩ事業）

・ 収益型事業（収益施設の併設・活用等事業収入等で
費用を回収するPPP/PFI事業）

・ 公的不動産利活用事業

支援内容

10

平成30年度 高度専門家による課題検討支援 募集期間：3/2～3/22



PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）の進捗状況等
（６）株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用

11

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組のPDCA

章 節 内容 期限 平成29年度末までの取組
PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）

に掲げる取組案
（改定アクションプランの記載案）

３．推進の
ための施策

（６）株式会社民間
資金等活用事業推進
機構の活用

①リスクマネーの「呼び水」としての機構の出融資
を最大限活用し、案件形成プロセスの早期の段
階から牽引役としての役割を果たし、重点分野
に掲げるコンセッション事業の着実な実現を図る
とともに、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検
討規程や公共施設等総合管理計画の本格的
な運用を開始する地方公共団体を中心に収益
型事業を推進する。

（平成２８
年度から）

・平成29年度は、1月末時点までに、5案件（むつざわスマート
ウェルネスタウン拠点形成事業、帯広市新総合体育館整備運
営事業等）について支援決定

【継続】

３．推進の
ための施策

（６）株式会社民間
資金等活用事業推進
機構の活用

②上下水道のコンセッション事業の導入に当たっ
ては、これらの事業が抱える中長期的な経営上
の課題について首長の認識や住民の理解を得る
ことが前提となる。このため、機構のコンサルティン
グ機能をフルに活用し、上下水道の事業計画・
収支計画・資金計画等の検討をサポートし、コン
セッション事業の導入に向けた検討を促進する。

（平成２８
年度から）

・浜松市上下水道事業管理者と上水道コンセッションの制度設
計に係る論点を整理
・宮城県上工下水一体官民連携運営検討会に参加のうえ、制
度設計に係る意見を陳述
・近江八幡市上下水道局に病院ＰＦＩ事業との違いと水道コ
ンセッションの意義・論点・留意点を説明し、意見を交換
・須崎市下水道担当部と下水道コンセッションの論点・留意点を
説明し、意見を交換
・下水道展（2017年）の併催企画として国土交通省が開催
した「下水道における課題解決のためのＰＰＰ／ＰＦＩ説明
会」において基調講演を実施
・国土交通省による「下水道における新たなPPP/PFI事業の促
進に向けた検討会」に参加し、意見を交換
・厚生労働省・経済産業省による「水道分野における官民連携
推進協議会」に参加し、意見を交換

【継続】

３．推進の
ための施策

（６）株式会社民間
資金等活用事業推進
機構の活用

③地域におけるＰＦＩ事業で地域の民間事業
者が主導的な役割を担うことができるよう、ＰＦ
Ｉに係る知識や具体的案件への取組方法等の
情報提供を行うとともに、地域金融機関等に対
しリスク分析手法や契約実務等に係るプロジェク
トファイナンスのノウハウの移転を進め、地域人材
の育成を図る。

（平成２８
年度から）

・現在進行中の案件に関わる事業者や金融機関へのサポートを
行うとともに、国土交通大学校、東海財務局及び地域プラット
フォーム（相模原市、宮崎県及び石川県）等で、PFIのファイナ
ンスについて講演を実施

【継続】

３．推進の
ための施策

（６）株式会社民間
資金等活用事業推進
機構の活用

④コンセッション事業を推進する地域金融機関、
民間機関投資家等の関係者との協議を継続す
るとともに、案件の形成支援と資金の供給を通じ
て、全国各地において多様な分野で多数の収
益型事業に対して安定的に民間資金が供給さ
れるような環境の整備に寄与することにより、民
間インフラファンドの組成を推進する。

（平成２８
年度から）

・地銀等３行、民間ファンド８社、証券会社１社と、機構からの
出資を得た形での民間インフラファンド設立に係るファンド運営方
法及び投資案件動向に係る意見交換を実施。
また、三菱商事株式会社の100%連結子会社である丸の内イ
ンフラストラクチャー株式会社が組成した丸の内インフラストラク
チャー投資事業有限責任組合について支援決定。

【継続】



PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組 PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）に掲げる具体的取組のPDCA

章 節 内容 期限 平成29年度末までの取組
PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改

定版）に掲げる取組案
（改定アクションプランの記載案）

４．集
中取組
方針

⑨その他の分野
及び分野横断的
事項

・民間事業者との対話を通じてコン
セッション事業の更なる活用推進を
図るため整理した課題への解決に
向けて、別紙の措置を講ずる。

（平成３０
年度末ま
で）

関係府省から随時報告を受け、内閣府にてガイドラ
インを策定。

【完了】

４．集
中取組
方針

⑨その他の分野
及び分野横断的
事項

・指定管理者でない公共施設等運
営権者が、特定の第三者に対して、
公共施設等の設置の目的の範囲
内であっても使用を許すことが可能と
なるよう、ＰＦＩ法について、平成
３０年通常国会において必要な法
制上の措置を講ずる。

（平成２８
年度から）

公共施設等運営権者が公の施設の指定管理者を
兼ねる場合の利用料金等に関する地方自治法の
特例の創設を盛り込んだPFI法改正法案を平成
30年通常国会に提出した。

【完了】
※内閣府令、基本方針、ガイドライン等の関
連法令・制度の制定は追って対応

PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）の進捗状況等
集中取組方針における分野横断的事項
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政府は、平成30年度から平成33年度までの間に実施
方針条例を定めることなどの要件の下で、水道事業・下
水道事業に係る公共施設等運営権を設定した地方公共団
体に対し、当該地方公共団体に対して貸し付けられた当
該事業に係る旧資金運用部資金の繰上償還を認め、その
場合において、繰上償還に係る地方債の元金償還金以外
の金銭（補償金）を受領しないものとする。

法案の概要

（注） なお、地方公共団体金融機構資金についても、同様の措置を講ずるよう政府から要請する。

内閣
総理
大臣

支援措置の内容、
規制の確認

回答

公
共
施
設
等
の
管
理
者
等

民
間
事
業
者

関
係
行
政
機
関
の
長

照会

回答

内閣
総理
大臣

特定事業に
関する報告

助言・勧告

公
共
施
設
等
の
管
理
者
等

＜ワンストップ窓口の制度の創設＞ ＜助言機能の強化＞

基本方針
勘案

必要に応じて変更

※今回の法改正において、公共施設等の整備等
に関する事業における基本理念の趣旨に沿っ
た民間の資金、経営能力及び技術的能力の活
用に関する基本的な事項の追加を措置

現行のPFI法で規定今回の法改正において措置

コンセッション制度 指定管理者制度 コンセッション制度 指定管理者制度

利用料金の設定 届出 承認 届出 届出

運営権の移転の許可・
指定管理者の指定に

係る議会の議決
条例に特別な定めが

ある場合において不要 必要 条例に特別な定めが
ある場合において不要

条例に特別の定めが
ある場合において

事後報告で可

PFI法による
特例

条例で地方公共団体が設定＊国際会議場施設、音楽ホールなど

公共施設等の管理者等及び民間事業者による特定事
業に係る支援措置の内容及び規制等についての確認の
求めに対して内閣総理大臣が一元的に回答する、いわ
ゆるワンストップ窓口の制度の創設、内閣総理大臣が
公共施設等の管理者等に対し特定事業の実施に関する
報告の徴収並びに助言及び勧告に関する制度の創設等
の措置を講ずる。

（１）公共施設等の管理者等及び民間事業者に
対する国の支援機能の強化等

（２）公共施設等運営権者が公の施設の指定管理者
を兼ねる場合＊における地方自治法の特例

①利用料金の設定の手続については、実施方針条例に
おいて定められた利用料金の範囲内で利用料金の設
定を行うなどの条件を満たした場合に地方公共団体
の承認を要しない旨の地方自治法の特例を設ける。

②公共施設等運営権の移転を受けた者を新たに指定管
理者に指定する場合において、条例に特別の定めが
あるときは、事後報告で可とする旨の地方自治法の
特例を設ける。

（３）水道事業等に係る旧資金運用部資金等の
繰上償還に係る補償金の免除

背景・必要性

金融市場 財投特会
（財政融資資金勘定）

地方公共団体の
水道事業・下水道事業

調達 貸付

免除

補償金

財投債 (国債) 融資 (地方債)

繰上償還

コンセッション
事業者

運営権の設定

運営権対価

○PPP／PFIの着実な推進を図る観点から、政府は、10年間（平成25年度から34年度まで）に21兆円の事業規模目標を掲げている（PPP/PFI推進アクションプラン
（平成29年改定版））。

○上記目標を達成すべく、国による支援機能を強化するとともに、国際会議場施設等の公共施設等運営事業（コンセッション事業）の実施の円滑化に資する
制度面での改善措置及び上下水道事業におけるコンセッション事業の促進に資するインセンティブ措置を講ずる。

13
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・「未来投資戦略2017」及び「PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年度改定版）別紙」において、平成
29年度中に公共施設等運営権（コンセッション）方式の改善等を図ることとされているところ。

・これを踏まえ、「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン」について、管理者等に
よる実施方針の策定から民間事業者選定、実際の事業実施までの各段階において所要の改正をするもの。

１ ２ ３ 運営事業期間中
及び終了時に関
する改正事項

民間事業者選定
手続時に関する
改正事項

管理者等による
実施方針策定に
関する改正事項

○実施方針、募集要項、財務
諸表等の資料の英語版につ
いて、外国企業の応募が想
定される場合には管理者等
で作成することを規定

○競争制限的な企業（＝業種
内で独占・寡占状態の企
業）のSPCの構成企業への
参加条件を案件毎に検討す
る旨規定

○地方公共団体による運営権
者への出資を必要性がある
場合を除き禁止、出資を行
う場合でも出資額に対し過
大な株主権限の要求を禁止

○管理者側で想定する運営権
対価やVFM（Value For 
Money）の算定方法を明示

○運営権対価の支払いにつき
一括払いの検討を規定

○事業者選定時の審査委員会
の議事録について、民間事
業者のノウハウ等の保護に
留意しつつ、原則公開とし、
議論を透明化

○運営権対価算定根拠や
デューディリジェンス結果
等、管理者側の各種情報の
積極的な開示を規定

○競争的対話で十分に情報交
換できるよう回数・期間等
柔軟に設ける旨規定

○瑕疵担保や運営権の取消し、
株式譲渡などの際の管理
者・運営権者間のリスク分
担のあり方や手続きの例を
提示

○管理者・運営権者・第三者
それぞれによる複層的なモ
ニタリングの実施とその結
果の公表を規定

○投資事業有限責任組合
（LPS）による運営権者の
議決権株式取得のルールを
明確化

14
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PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げる具体的取組①

15

取組
番号

本取組の概要 章 節 期限 平成29年度末までの取組
平成30年度以降の取組

（改定アクションプランの記載案）

1

・実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効
性のある検討・導入手法の開発を検討す
る。
・実施主体の経験に応じた支援・情報の横
展開を行う。

３．推進のた
めの施策

（１）実効性の
ある優先的検
討の推進

平成３０年度
から

－

具体的な案件形成が実際に進むように実施
主体の経験に応じた支援・情報の横展開を
行うとともに、実施主体の負担を軽減する柔
軟性・実効性のある検討・導入手法の開発
を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取
組番号2,8,24に記載）

2
PPP/PFI推進に資するデータの見える化の
推進を図る。
（優先的検討規程関連）

３．推進のた
めの施策

（１）実効性の
ある優先的検
討の推進

平成３０年度
から

平成29年度末・30年度上半期末の策定状
況を調査・公表。

策定における課題の解消に向けた助言等の
支援を引き続き実施するとともに、毎年度策
定状況を公表する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取
組番号1に記載）

3
PPP/PFI推進に資するデータの見える化の
推進を図る。
（民間事業の参入意欲刺激）

※検討中 ※検討中
平成３０年度
から

－ ※検討中

4
市場性の低い低未利用公的不動産利活用
について、優良事例の成功エッセンスを抽
出し、横展開を図る。

３．推進のた
めの施策

（３）公的不動
産における官
民連携の推進

平成３０年度
から

－ ※検討中

5

改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ
窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、
管理者等に対する支援・モニタリングスキー
ムの詳細を検討する。

３．推進のた
めの施策

（５）情報提供
等の地方公共
団体に対する
支援

平成３０年度
末まで

－

改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ
窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、
管理者等に対する支援・モニタリングスキー
ムの詳細を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取
組番号26に記載）


様式_180207

		取組
番号 トリクミ バンゴウ		府省庁 フ ショウチョウ		PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組 スイシン アラ カカ グタイテキ トリクミ												本取組の内容 ト ク ナイヨウ

						本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組方針 ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ ホウシン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		記載要領
→ キサイ ヨウリョウ		貴府省庁名を記載してください。 キ フショウチョウ メイ キサイ		PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）に新たに掲げるべき具体的取組（以下「本取組」という。）について、その概要を簡単に記載してください。 ガイヨウ カンタン キサイ				本取組について、同アクションプランのどの章・節に盛り込むべきかを記載してください。新たな章・節を記載しても構いません。 ホン トリクミ ドウ ショウ セツ モ コ キサイ アラ ショウ セツ キサイ カマ		〃		本取組の実施期限を記載してください。 ホン トリクミ ジッシ キゲン キサイ		本取組の担当府省庁を記載してください。 ホン トリクミ タントウ フショウチョウ キサイ		本取組に関し平成29年度末までに実施した取組（実施予定のものを含む。）について、何をいつ実施したか等を具体的かつ定量的に記載してください。 ホン トリクミ カン ヘイセイ マツ ジッシ ヨテイ フク ナニ ジッシ トウ グタイテキ キサイ		左欄を踏まえ、本取組に関し平成30年度以降に実施すべき取組について、何をいつ実施するか等を具体的かつ定量的に記載してください。
（同アクションプランの改定版において、本欄を踏まえて具体的取組を記載することを想定しています。） サラン フ ホン トリクミ カン トウ グタイテキ キサイ ドウ カイテイ バン ホン ラン フ グタイテキ トリクミ キサイ ソウテイ		他の政府決定文書等において、本取組に関連する記載がある場合や、本取組に係る予算措置等がある場合等、本取組に係る補足事項があれば、記載してください。 ホン トリクミ カカ ホソク ジコウ キサイ

						公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成30年度から平成32年度まで ヘイセイ ネンド ヘイセイ ネン ド		経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		・公営発電事業者に対するアンケート調査等により、公営水力の事業環境の実態やコンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入に係る課題を調査・分析。また、11月にコンセッション事業を検討している公営電気事業者との意見交換を実施。老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、人的制約や金銭的制約の解決策としてコンセッション事業を選択することがメリットとなるなどニーズを確認。		次に掲げる措置等により、公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。
・老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、コンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入検討を行う地方公共団体に対し支援を行うことで、先行事例の形成を図る。
・具体的にはコンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際、Ｆ／Ｓ調査にかかる費用の補助を行う。
※未来投資会議での議論も踏まえて、記載を検討 ミライ トウシ カイギ ギロン フ キサイ ケントウ		平成30年度予算案において、コンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際のＦ／Ｓ調査にかかる費用の補助を計上。 ヘイセイ ネンド ヨサン アン ヒヨウ ホジョ ケイジョウ

						工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。 コウギョウヨウ スイドウ ジギョウ ホウシキ ドウニュウ アンケン ケイセイ ム ドウニュウ カノウセイナド チョウサ ヒ ツヅ ジッシ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		経済産業省 ケイザイサンギョウショウ		コンセッション方式の案件形成に向けた導入可能性等調査を５自治体を対象に実施した。		工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。
※未来投資会議での議論も踏まえて、記載を検討		平成３０年度において工業用水道分野におけるPPP／PFI案件形成を促進するため政府予算案に１．２億円を計上した。 ヘイセイ ネンド コウギョウ ヨウスイ ドウブンヤ アンケン ケイセイ ソクシン セイフ ヨサン アン オクエン ケイジョウ

						地方公共団体間でピアプレッシャーが働くよう、地方公共団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数を見える化する。 ハタラ ジギョウ オヨ ジギョウ ルイケイ ジッシ		１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		都道府県団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数（平成25～28年度）の見える化を実施した。 トドウフケン ヘイセイ ネンド ジッシ		PPP/PFI事業の実施状況やPPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模をはじめ、PPP/PFI推進に資するデータの見える化を実施する。 ジョウキョウ シジョウ キボ スイシン シ ミ カ ジッシ

						民間事業者・投資家の新規参入を呼び込むべく、PPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模を見える化し、有望市場であることを訴求する。 カツヨウ オオ ミコ ジギョウ ブンヤ シジョウ キボ ミ カ ユウボウ シジョウ ソキュウ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について										－
（分野横断的に個別事業分野の市場規模を見える化した事例はなし） ブンヤ オウダンテキ シジョウ キボ ミ カ ジレイ

						実施主体の裾野拡大に向けて、取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを図る。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ジッシ シュタイ スソノ カクダイ ム ケイケン スク チホウコウキョウダンタイ ショウキボ チホウコウキョウダンタイ ヨコ テンカイ ハカ グタイテキ ケンショウ タイショウ ジギョウ ブンヤ セッテイ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ショウリャク ナド ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験に応じたきめ細かな推進 コマ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを図る。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ハカ

						優先検討の負担軽減及び手続き・手法の簡易化を図るべく、導入可能性調査・VFM計算の省略が可能なケースの検証を平成30年度に行う。 ユウセン ケントウ フタン ケイゲン オヨ テツヅ シュホウ カンイカ ハカ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ケイサン ショウリャク カノウ ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験に応じたきめ細かな推進 コマ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		優先検討の負担軽減及び手続き・手法の簡易化を図るべく、導入可能性調査・VFM計算の省略が可能なケースの検証を平成30年度に行う。 ユウセン ケントウ フタン ケイゲン オヨ テツヅ シュホウ カンイカ ハカ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ケイサン ショウリャク カノウ ケンショウ オコナ

						事業の最適な条件設定や優先的検討の簡易化等のためには、事業検討の早い段階から官民は丁寧に対話を重ねる必要があるので、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？（既に現アクションプラン３．（４）に記載） ジギョウ サイテキ ジョウケン セッテイ ユウセンテキ ケントウ カンイカ ナド ジギョウ ケントウ ハヤ ダンカイ テイネイ タイワ ジュウ ヒツヨウ カンミン タイワ フキュウ スイシン ト ク グタイテキ ジギョウ カンミン タイワ ジギョウシャ センテイ カン ウンヨウ シュウチ ハカ スデ ゲン キサイ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、国交省？ ナイカク フ コッコウショウ		－		管理者等が官民対話の重要性を理解し実施するよう、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図ると共に、民間提案窓口の整備の妥当性を検証する。 カンリシャナド カンミン タイワ ジュウヨウセイ リカイ ジッシ グタイテキ ハカ トモ ミンカン テイアン マドグチ セイビ ダトウセイ ケンショウ

						PFI法改正にて定める管理者等に対する支援・モニタリングスキームにつき、本年10月までに詳細な検討を行う。 ホウカイセイ サダ カンリシャナド タイ シエン ホンネン ガツ ショウサイ ケントウ オコナ		２．（１）PPP/PFI制度面の課題		３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援？		平成30年10月まで ヘイセイ ネン ガツ		内閣府 ナイカク フ		－		PFI法改正にて定める管理者等に対する支援・モニタリングスキームにつき、本年10月までに詳細な検討を行う。 ホウカイセイ サダ カンリシャナド タイ シエン ホンネン ガツ ショウサイ ケントウ オコナ

		【参考】昨日からの削除 サンコウ サクジツ サクジョ

						民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク		２．（１）PPP/PFI制度面の課題
３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について		７．その他？ タ				平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の負担軽減、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。　※記載不要？ シサク フタン ケイゲン オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク キサイ フヨウ

						実施主体の裾野拡大に向けて、地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？） チホウブ ユウキュウ コウテキ フドウサン リカツヨウ コウチク ケイケン スク チホウ コウキョウ ダンタイ ショウキボ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ハイコウ ジッタイ ハアク		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？）



&14【様式２】PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組		【機２】　  　　




様式_180206

		取組
番号 トリクミ バンゴウ		府省庁 フ ショウチョウ		PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組 スイシン アラ カカ グタイテキ トリクミ												本取組の内容 ト ク ナイヨウ

						本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		記載要領
→ キサイ ヨウリョウ		貴府省庁名を記載してください。 キ フショウチョウ メイ キサイ		PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）に新たに掲げるべき具体的取組（以下「本取組」という。）について、その概要を簡単に記載してください。 ガイヨウ カンタン キサイ				本取組について、同アクションプランのどの章・節に盛り込むべきかを記載してください。新たな章・節を記載しても構いません。 ホン トリクミ ドウ ショウ セツ モ コ キサイ アラ ショウ セツ キサイ カマ		〃		本取組の実施期限を記載してください。 ホン トリクミ ジッシ キゲン キサイ		本取組の担当府省庁を記載してください。 ホン トリクミ タントウ フショウチョウ キサイ		本取組に関し平成29年度末までに実施した取組（実施予定のものを含む。）について、何をいつ実施したか等を具体的かつ定量的に記載してください。 ホン トリクミ カン ヘイセイ マツ ジッシ ヨテイ フク ナニ ジッシ トウ グタイテキ キサイ		左欄を踏まえ、本取組に関し平成30年度以降に実施すべき取組について、何をいつ実施するか等を具体的かつ定量的に記載してください。
（同アクションプランの改定版において、本欄を踏まえて具体的取組を記載することを想定しています。） サラン フ ホン トリクミ カン トウ グタイテキ キサイ ドウ カイテイ バン ホン ラン フ グタイテキ トリクミ キサイ ソウテイ		他の政府決定文書等において、本取組に関連する記載がある場合や、本取組に係る予算措置等がある場合等、本取組に係る補足事項があれば、記載してください。 ホン トリクミ カカ ホソク ジコウ キサイ

						公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成30年度から平成32年度まで ヘイセイ ネンド ヘイセイ ネン ド		経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		・公営発電事業者に対するアンケート調査等により、公営水力の事業環境の実態やコンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入に係る課題を調査・分析。また、11月にコンセッション事業を検討している公営電気事業者との意見交換を実施。老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、人的制約や金銭的制約の解決策としてコンセッション事業を選択することがメリットとなるなどニーズを確認。		次に掲げる措置等により、公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。
・老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、コンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入検討を行う地方公共団体に対し支援を行うことで、先行事例の形成を図る。
・具体的にはコンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際、Ｆ／Ｓ調査にかかる費用の補助を行う。
		平成30年度予算案において、コンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際のＦ／Ｓ調査にかかる費用の補助を計上。 ヘイセイ ネンド ヨサン アン ヒヨウ ホジョ ケイジョウ

						工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。 コウギョウヨウ スイドウ ジギョウ ホウシキ ドウニュウ アンケン ケイセイ ム ドウニュウ カノウセイナド チョウサ ヒ ツヅ ジッシ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		経済産業省 ケイザイサンギョウショウ		コンセッション方式の案件形成に向けた導入可能性等調査を５自治体を対象に実施した。		工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。		平成３０年度において工業用水道分野におけるPPP／PFI案件形成を促進するため政府予算案に１．２億円を計上した。 ヘイセイ ネンド コウギョウ ヨウスイ ドウブンヤ アンケン ケイセイ ソクシン セイフ ヨサン アン オクエン ケイジョウ

						地方公共団体間でピアプレッシャーが働くよう、地方公共団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数を見える化する。 ハタラ ジギョウ オヨ ジギョウ ルイケイ ジッシ		１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		都道府県団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数（平成25～28年度）の見える化を実施した。 トドウフケン ヘイセイ ネンド ジッシ		PPP/PFI事業の実施状況やPPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模をはじめ、PPP/PFI推進に有効なデータの見える化を実施する。 ジョウキョウ シジョウ キボ スイシン ユウコウ ミ カ ジッシ

						民間事業者・投資家の新規参入を呼び込むべく、PPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模を見える化し、有望市場であることを訴求する。 カツヨウ オオ ミコ ジギョウ ブンヤ シジョウ キボ ミ カ ユウボウ シジョウ ソキュウ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－
（分野横断的に個別事業分野の市場規模を見える化した事例はなし） ブンヤ オウダンテキ シジョウ キボ ミ カ ジレイ

						民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク		２．（１）PPP/PFI制度面の課題
３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について		７．その他？ タ				平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク

						実施主体の裾野拡大に向けて、取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ジッシ シュタイ スソノ カクダイ ム ケイケン スク チホウコウキョウダンタイ ショウキボ チホウコウキョウダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ケンショウ タイショウ ジギョウ ブンヤ セッテイ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ショウリャク ナド ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験レベルに応じた推進
※「（１）実効性のある優先的検討の推進」から変更 ヘンコウ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。

						実施主体の裾野拡大に向けて、地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？） チホウブ ユウキュウ コウテキ フドウサン リカツヨウ コウチク ケイケン スク チホウ コウキョウ ダンタイ ショウキボ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ハイコウ ジッタイ ハアク		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？）

						事業の最適な条件設定や優先的検討の簡易化等のためには、事業検討の早い段階から官民は丁寧に対話を重ねる必要があるので、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？（既に現アクションプラン３．（４）に記載） ジギョウ サイテキ ジョウケン セッテイ ユウセンテキ ケントウ カンイカ ナド ジギョウ ケントウ ハヤ ダンカイ テイネイ タイワ ジュウ ヒツヨウ カンミン タイワ フキュウ スイシン ト ク グタイテキ ジギョウ カンミン タイワ ジギョウシャ センテイ カン ウンヨウ シュウチ ハカ スデ ゲン キサイ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、国交省？ ナイカク フ コッコウショウ		－		管理者等が官民対話の重要性を理解し実施するよう、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？ カンリシャナド カンミン タイワ ジュウヨウセイ リカイ ジッシ グタイテキ ハカ



&14【様式２】PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組		【機２】　  　　




様式

		取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		1				国土交通省が、地域課題の確認から事業化に至るまで支援することにより、中小規模の地方公共団体における官民連携事業の実施上の課題克服に資するモデルを形成し、全国に横展開を図る。 コクド コウツウショウ チイキ カダイ カクニン ジギョウカ イタ シエン チュウショウ キボ チホウ コウキョウ ダンタイ カンミン レンケイ ジギョウ ジッシジョウ カダイ コクフク シ ケイセイ ゼンコク ヨコ テンカイ ハカ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		-		平成30年度から ヘイセイ ネンド		国土交通省
総合政策局 コクドコウツウショウ ソウゴウ セイサクキョク		－		中小規模の地方公共団体における官民連携事業のモデルを形成する。		平成30年度新規予算 ヘイセイ ネンド シンキ ヨサン

		2				地方公共団体における、不動産証券化手法による公的不動産（ＰＲＥ）の民間活用を推進するため、平成29年度に改訂した「公的不動産（ＰＲＥ）の民間活用の手引き～不動産証券化手法を用いた公的不動産（ＰＲＥ）民間活用のガイドライン～」（Ｐ）を活用し、地方協議会等において周知を図る。				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		優良事例のエッセンス抽出・横展開
		平成３０年度から ヘイセイ ネンド		国土交通省
土地・建設産業局 コクド コウツウショウ トチ ケンセツ サンギョウキョク		－		※検討中 ケントウチュウ

		3				・実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
・実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行う。				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		具体的な案件形成が実際に進むように実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行うとともに、実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号2,8,24に記載） トリクミ バンゴウ キサイ

		4				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（優先的検討規程関連） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		平成29年度末・30年度上半期末の策定状況を調査・公表。 ヘイセイ ネンドマツ ネンド カミハンキ マツ サクテイ ジョウキョウ チョウサ コウヒョウ		策定における課題の解消に向けた助言等の支援を引き続き実施するとともに、毎年度策定状況を公表する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号1に記載）

		5				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（民間事業の参入意欲刺激） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		6				市場性の低い低未利用公的不動産利活用について、優良事例の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ コウテキ フドウサン リカツヨウ ユウリョウ ジレイ セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		7				改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		内閣府 ナイカク フ		－		改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号26に記載）

		8				PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ ソシキ セッケイナド セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号28に追記予定） ケントウチュウ ツイキ ヨテイ

		9				更なる啓発とメッセージ発信を行う。 サラ ケイハツ ハッシン オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		政府インターネットTV等による啓発やアクションプランや各種手引等によるメッセージ発信を実施。 カクシュ テビ ナド ハッシン ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

		10				PPP/PFI推進の障害事項を整理し、対策を検討する。 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		法改正等を実施。 ホウカイセイ ナド ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

		11				期間満了案件の効果検証を行う。 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		12				官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査を行い、対策を検討する。 カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケン ナド ジッタイ ハアク チョウサ オコナ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ



&14■PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組（各府省庁の回答）		　  　　




内閣府

				取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

				1				・実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
・実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行う。				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		具体的な案件形成が実際に進むように実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行うとともに、実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号2,8,24に記載） トリクミ バンゴウ キサイ

				2				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（優先的検討規程関連） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		平成29年度末・30年度上半期末の策定状況を調査・公表。 ヘイセイ ネンドマツ ネンド カミハンキ マツ サクテイ ジョウキョウ チョウサ コウヒョウ		策定における課題の解消に向けた助言等の支援を引き続き実施するとともに、毎年度策定状況を公表する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号1に記載）

				3				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（民間事業の参入意欲刺激） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				4				市場性の低い低未利用公的不動産利活用について、優良事例の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ コウテキ フドウサン リカツヨウ ユウリョウ ジレイ セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				5				改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		内閣府 ナイカク フ		－		改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号26に記載）

				取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

				6				PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ ソシキ セッケイナド セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号28に追記予定） ケントウチュウ ツイキ ヨテイ

				7				更なる啓発とメッセージ発信を行う。 サラ ケイハツ ハッシン オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		政府インターネットTV等による啓発やアクションプランや各種手引等によるメッセージ発信を実施。 カクシュ テビ ナド ハッシン ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

				8				PPP/PFI推進の障害事項を整理し、対策を検討する。 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		法改正等を実施。 ホウカイセイ ナド ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

				9				期間満了案件の効果検証を行う。 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				10				官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査を行い、対策を検討する。 カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケン ナド ジッタイ ハアク チョウサ オコナ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ



　  　　




削除不可（入力規則用）

				章名 ショウ メイ		節名 セツ メイ		節名01 セツ メイ

				３．推進のための施策		節名01 セツ メイ		（１）実効性のある優先的検討の推進

				４．集中取組方針		節名02 セツ メイ		（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進

				その他 タ		節名03 セツ メイ		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン

								（４）民間提案の積極的活用

								（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援

								（６）株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用

								節名02 セツ メイ

								①空港

								②水道

								③下水道

								④道路

								⑤文教施設

								⑥公営住宅

								⑦クルーズ船向け旅客ターミナル施設

								⑧ＭＩＣＥ施設

								⑨その他の分野及び分野横断的事項

								節名03 セツ メイ

								その他 タ







PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げる具体的取組②

16

取組
番号

本取組の概要 章 節 期限 平成29年度末までの取組
平成30年度以降の取組

（改定アクションプランの記載案）

6
PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共
団体における取組や組織設計等の成功エッ
センスを抽出し、横展開を図る。

３．推進のた
めの施策

（５）情報提供
等の地方公共
団体に対する
支援

平成３０年度
から

－
※検討中
（現アクションプランの進捗確認シートの取
組番号28に追記予定）

7 更なる啓発とメッセージ発信を行う。 ※検討中 ※検討中
平成３０年度
から

政府インターネットTV等による啓発やアク
ションプランや各種手引等によるメッセージ
発信を実施。

※検討中

8
PPP/PFI推進の障害事項を整理し、対策を
検討する。

※検討中 ※検討中
平成３０年度
から

法改正等を実施。 ※検討中

9 期間満了案件の効果検証を行う。 ※検討中 ※検討中
平成３０年度
から

－ ※検討中

10
官民のリスク分担や契約条件等の実態把握
調査を行い、対策を検討する。

※検討中 ※検討中
平成３０年度
から

－ ※検討中


様式_180207

		取組
番号 トリクミ バンゴウ		府省庁 フ ショウチョウ		PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組 スイシン アラ カカ グタイテキ トリクミ												本取組の内容 ト ク ナイヨウ

						本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組方針 ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ ホウシン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		記載要領
→ キサイ ヨウリョウ		貴府省庁名を記載してください。 キ フショウチョウ メイ キサイ		PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）に新たに掲げるべき具体的取組（以下「本取組」という。）について、その概要を簡単に記載してください。 ガイヨウ カンタン キサイ				本取組について、同アクションプランのどの章・節に盛り込むべきかを記載してください。新たな章・節を記載しても構いません。 ホン トリクミ ドウ ショウ セツ モ コ キサイ アラ ショウ セツ キサイ カマ		〃		本取組の実施期限を記載してください。 ホン トリクミ ジッシ キゲン キサイ		本取組の担当府省庁を記載してください。 ホン トリクミ タントウ フショウチョウ キサイ		本取組に関し平成29年度末までに実施した取組（実施予定のものを含む。）について、何をいつ実施したか等を具体的かつ定量的に記載してください。 ホン トリクミ カン ヘイセイ マツ ジッシ ヨテイ フク ナニ ジッシ トウ グタイテキ キサイ		左欄を踏まえ、本取組に関し平成30年度以降に実施すべき取組について、何をいつ実施するか等を具体的かつ定量的に記載してください。
（同アクションプランの改定版において、本欄を踏まえて具体的取組を記載することを想定しています。） サラン フ ホン トリクミ カン トウ グタイテキ キサイ ドウ カイテイ バン ホン ラン フ グタイテキ トリクミ キサイ ソウテイ		他の政府決定文書等において、本取組に関連する記載がある場合や、本取組に係る予算措置等がある場合等、本取組に係る補足事項があれば、記載してください。 ホン トリクミ カカ ホソク ジコウ キサイ

						公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成30年度から平成32年度まで ヘイセイ ネンド ヘイセイ ネン ド		経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		・公営発電事業者に対するアンケート調査等により、公営水力の事業環境の実態やコンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入に係る課題を調査・分析。また、11月にコンセッション事業を検討している公営電気事業者との意見交換を実施。老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、人的制約や金銭的制約の解決策としてコンセッション事業を選択することがメリットとなるなどニーズを確認。		次に掲げる措置等により、公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。
・老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、コンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入検討を行う地方公共団体に対し支援を行うことで、先行事例の形成を図る。
・具体的にはコンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際、Ｆ／Ｓ調査にかかる費用の補助を行う。
※未来投資会議での議論も踏まえて、記載を検討 ミライ トウシ カイギ ギロン フ キサイ ケントウ		平成30年度予算案において、コンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際のＦ／Ｓ調査にかかる費用の補助を計上。 ヘイセイ ネンド ヨサン アン ヒヨウ ホジョ ケイジョウ

						工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。 コウギョウヨウ スイドウ ジギョウ ホウシキ ドウニュウ アンケン ケイセイ ム ドウニュウ カノウセイナド チョウサ ヒ ツヅ ジッシ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		経済産業省 ケイザイサンギョウショウ		コンセッション方式の案件形成に向けた導入可能性等調査を５自治体を対象に実施した。		工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。
※未来投資会議での議論も踏まえて、記載を検討		平成３０年度において工業用水道分野におけるPPP／PFI案件形成を促進するため政府予算案に１．２億円を計上した。 ヘイセイ ネンド コウギョウ ヨウスイ ドウブンヤ アンケン ケイセイ ソクシン セイフ ヨサン アン オクエン ケイジョウ

						地方公共団体間でピアプレッシャーが働くよう、地方公共団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数を見える化する。 ハタラ ジギョウ オヨ ジギョウ ルイケイ ジッシ		１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		都道府県団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数（平成25～28年度）の見える化を実施した。 トドウフケン ヘイセイ ネンド ジッシ		PPP/PFI事業の実施状況やPPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模をはじめ、PPP/PFI推進に資するデータの見える化を実施する。 ジョウキョウ シジョウ キボ スイシン シ ミ カ ジッシ

						民間事業者・投資家の新規参入を呼び込むべく、PPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模を見える化し、有望市場であることを訴求する。 カツヨウ オオ ミコ ジギョウ ブンヤ シジョウ キボ ミ カ ユウボウ シジョウ ソキュウ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について										－
（分野横断的に個別事業分野の市場規模を見える化した事例はなし） ブンヤ オウダンテキ シジョウ キボ ミ カ ジレイ

						実施主体の裾野拡大に向けて、取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを図る。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ジッシ シュタイ スソノ カクダイ ム ケイケン スク チホウコウキョウダンタイ ショウキボ チホウコウキョウダンタイ ヨコ テンカイ ハカ グタイテキ ケンショウ タイショウ ジギョウ ブンヤ セッテイ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ショウリャク ナド ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験に応じたきめ細かな推進 コマ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを図る。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ハカ

						優先検討の負担軽減及び手続き・手法の簡易化を図るべく、導入可能性調査・VFM計算の省略が可能なケースの検証を平成30年度に行う。 ユウセン ケントウ フタン ケイゲン オヨ テツヅ シュホウ カンイカ ハカ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ケイサン ショウリャク カノウ ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験に応じたきめ細かな推進 コマ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		優先検討の負担軽減及び手続き・手法の簡易化を図るべく、導入可能性調査・VFM計算の省略が可能なケースの検証を平成30年度に行う。 ユウセン ケントウ フタン ケイゲン オヨ テツヅ シュホウ カンイカ ハカ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ケイサン ショウリャク カノウ ケンショウ オコナ

						事業の最適な条件設定や優先的検討の簡易化等のためには、事業検討の早い段階から官民は丁寧に対話を重ねる必要があるので、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？（既に現アクションプラン３．（４）に記載） ジギョウ サイテキ ジョウケン セッテイ ユウセンテキ ケントウ カンイカ ナド ジギョウ ケントウ ハヤ ダンカイ テイネイ タイワ ジュウ ヒツヨウ カンミン タイワ フキュウ スイシン ト ク グタイテキ ジギョウ カンミン タイワ ジギョウシャ センテイ カン ウンヨウ シュウチ ハカ スデ ゲン キサイ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、国交省？ ナイカク フ コッコウショウ		－		管理者等が官民対話の重要性を理解し実施するよう、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図ると共に、民間提案窓口の整備の妥当性を検証する。 カンリシャナド カンミン タイワ ジュウヨウセイ リカイ ジッシ グタイテキ ハカ トモ ミンカン テイアン マドグチ セイビ ダトウセイ ケンショウ

						PFI法改正にて定める管理者等に対する支援・モニタリングスキームにつき、本年10月までに詳細な検討を行う。 ホウカイセイ サダ カンリシャナド タイ シエン ホンネン ガツ ショウサイ ケントウ オコナ		２．（１）PPP/PFI制度面の課題		３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援？		平成30年10月まで ヘイセイ ネン ガツ		内閣府 ナイカク フ		－		PFI法改正にて定める管理者等に対する支援・モニタリングスキームにつき、本年10月までに詳細な検討を行う。 ホウカイセイ サダ カンリシャナド タイ シエン ホンネン ガツ ショウサイ ケントウ オコナ

		【参考】昨日からの削除 サンコウ サクジツ サクジョ

						民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク		２．（１）PPP/PFI制度面の課題
３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について		７．その他？ タ				平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の負担軽減、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。　※記載不要？ シサク フタン ケイゲン オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク キサイ フヨウ

						実施主体の裾野拡大に向けて、地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？） チホウブ ユウキュウ コウテキ フドウサン リカツヨウ コウチク ケイケン スク チホウ コウキョウ ダンタイ ショウキボ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ハイコウ ジッタイ ハアク		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？）
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様式_180206

		取組
番号 トリクミ バンゴウ		府省庁 フ ショウチョウ		PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組 スイシン アラ カカ グタイテキ トリクミ												本取組の内容 ト ク ナイヨウ

						本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		記載要領
→ キサイ ヨウリョウ		貴府省庁名を記載してください。 キ フショウチョウ メイ キサイ		PPP/PFI推進アクションプラン（平成30年改定版）に新たに掲げるべき具体的取組（以下「本取組」という。）について、その概要を簡単に記載してください。 ガイヨウ カンタン キサイ				本取組について、同アクションプランのどの章・節に盛り込むべきかを記載してください。新たな章・節を記載しても構いません。 ホン トリクミ ドウ ショウ セツ モ コ キサイ アラ ショウ セツ キサイ カマ		〃		本取組の実施期限を記載してください。 ホン トリクミ ジッシ キゲン キサイ		本取組の担当府省庁を記載してください。 ホン トリクミ タントウ フショウチョウ キサイ		本取組に関し平成29年度末までに実施した取組（実施予定のものを含む。）について、何をいつ実施したか等を具体的かつ定量的に記載してください。 ホン トリクミ カン ヘイセイ マツ ジッシ ヨテイ フク ナニ ジッシ トウ グタイテキ キサイ		左欄を踏まえ、本取組に関し平成30年度以降に実施すべき取組について、何をいつ実施するか等を具体的かつ定量的に記載してください。
（同アクションプランの改定版において、本欄を踏まえて具体的取組を記載することを想定しています。） サラン フ ホン トリクミ カン トウ グタイテキ キサイ ドウ カイテイ バン ホン ラン フ グタイテキ トリクミ キサイ ソウテイ		他の政府決定文書等において、本取組に関連する記載がある場合や、本取組に係る予算措置等がある場合等、本取組に係る補足事項があれば、記載してください。 ホン トリクミ カカ ホソク ジコウ キサイ

						公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成30年度から平成32年度まで ヘイセイ ネンド ヘイセイ ネン ド		経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		・公営発電事業者に対するアンケート調査等により、公営水力の事業環境の実態やコンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入に係る課題を調査・分析。また、11月にコンセッション事業を検討している公営電気事業者との意見交換を実施。老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、人的制約や金銭的制約の解決策としてコンセッション事業を選択することがメリットとなるなどニーズを確認。		次に掲げる措置等により、公営水力発電を重点分野とした上で、集中強化期間内に1箇所の発電所でコンセッション方式を活用したＰＦＩ事業への移行を具体化することを目標とする。
・老朽化した公営水力発電施設のリプレース等にあたり、コンセッション方式によるＰＦＩ事業の導入検討を行う地方公共団体に対し支援を行うことで、先行事例の形成を図る。
・具体的にはコンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際、Ｆ／Ｓ調査にかかる費用の補助を行う。
		平成30年度予算案において、コンセッション事業による運営を前提とした水力発電所を新設、リプレースする際のＦ／Ｓ調査にかかる費用の補助を計上。 ヘイセイ ネンド ヨサン アン ヒヨウ ホジョ ケイジョウ

						工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。 コウギョウヨウ スイドウ ジギョウ ホウシキ ドウニュウ アンケン ケイセイ ム ドウニュウ カノウセイナド チョウサ ヒ ツヅ ジッシ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		経済産業省 ケイザイサンギョウショウ		コンセッション方式の案件形成に向けた導入可能性等調査を５自治体を対象に実施した。		工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入可能性等調査を引き続き実施する。		平成３０年度において工業用水道分野におけるPPP／PFI案件形成を促進するため政府予算案に１．２億円を計上した。 ヘイセイ ネンド コウギョウ ヨウスイ ドウブンヤ アンケン ケイセイ ソクシン セイフ ヨサン アン オクエン ケイジョウ

						地方公共団体間でピアプレッシャーが働くよう、地方公共団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数を見える化する。 ハタラ ジギョウ オヨ ジギョウ ルイケイ ジッシ		１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		都道府県団体単位でPFI事業及びPPP事業（類型Ⅱ・Ⅲ）の実施件数（平成25～28年度）の見える化を実施した。 トドウフケン ヘイセイ ネンド ジッシ		PPP/PFI事業の実施状況やPPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模をはじめ、PPP/PFI推進に有効なデータの見える化を実施する。 ジョウキョウ シジョウ キボ スイシン ユウコウ ミ カ ジッシ

						民間事業者・投資家の新規参入を呼び込むべく、PPP/PFIの活用が大きく見込める事業分野の市場規模を見える化し、有望市場であることを訴求する。 カツヨウ オオ ミコ ジギョウ ブンヤ シジョウ キボ ミ カ ユウボウ シジョウ ソキュウ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－
（分野横断的に個別事業分野の市場規模を見える化した事例はなし） ブンヤ オウダンテキ シジョウ キボ ミ カ ジレイ

						民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク		２．（１）PPP/PFI制度面の課題
３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について		７．その他？ タ				平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		民間資金等活用事業推進委員会の下に事業推進部会を設置し、マクロ施策（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）及び個別事業（実態把握や対策）の検討を行い、PPP/PFI推進を図る。また、関係省庁は事業推進部会の運営に協力する。 シサク オヨ コベツ ジギョウ ジッタイ ハアク タイサク ケントウ オコナ スイシン ハカ カンケイ ショウチョウ ジギョウ スイシン ブカイ ウンエイ キョウリョク

						実施主体の裾野拡大に向けて、取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。 ジッシ シュタイ スソノ カクダイ ム ケイケン スク チホウコウキョウダンタイ ショウキボ チホウコウキョウダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ケンショウ タイショウ ジギョウ ブンヤ セッテイ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ショウリャク ナド ケンショウ オコナ		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（１）各地域の経験レベルに応じた推進
※「（１）実効性のある優先的検討の推進」から変更 ヘンコウ		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		取り組みやすい事業分野の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、検証の対象とする事業分野を設定し、導入可能性調査の省略等の検証を平成30年度に行う。

						実施主体の裾野拡大に向けて、地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？） チホウブ ユウキュウ コウテキ フドウサン リカツヨウ コウチク ケイケン スク チホウ コウキョウ ダンタイ ショウキボ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨコ テンカイ メザ グタイテキ ハイコウ ジッタイ ハアク		２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、関係省庁 ナイカク フ カンケイ ショウチョウ		－		地方部における遊休公的不動産利活用の推進モデルを構築し、経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に横展開することを目指す。具体的には、？（みんなの廃校プロジェクト？実態把握？…？）

						事業の最適な条件設定や優先的検討の簡易化等のためには、事業検討の早い段階から官民は丁寧に対話を重ねる必要があるので、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？（既に現アクションプラン３．（４）に記載） ジギョウ サイテキ ジョウケン セッテイ ユウセンテキ ケントウ カンイカ ナド ジギョウ ケントウ ハヤ ダンカイ テイネイ タイワ ジュウ ヒツヨウ カンミン タイワ フキュウ スイシン ト ク グタイテキ ジギョウ カンミン タイワ ジギョウシャ センテイ カン ウンヨウ シュウチ ハカ スデ ゲン キサイ		３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		平成30年度から ヘイセイ ネンド		内閣府、国交省？ ナイカク フ コッコウショウ		－		管理者等が官民対話の重要性を理解し実施するよう、官民対話の普及推進に取り組む。具体的には、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」の周知を図る？ カンリシャナド カンミン タイワ ジュウヨウセイ リカイ ジッシ グタイテキ ハカ
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様式

		取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

		1				国土交通省が、地域課題の確認から事業化に至るまで支援することにより、中小規模の地方公共団体における官民連携事業の実施上の課題克服に資するモデルを形成し、全国に横展開を図る。 コクド コウツウショウ チイキ カダイ カクニン ジギョウカ イタ シエン チュウショウ キボ チホウ コウキョウ ダンタイ カンミン レンケイ ジギョウ ジッシジョウ カダイ コクフク シ ケイセイ ゼンコク ヨコ テンカイ ハカ				４．集中取組方針		⑨その他の分野及び分野横断的事項		-		平成30年度から ヘイセイ ネンド		国土交通省
総合政策局 コクドコウツウショウ ソウゴウ セイサクキョク		－		中小規模の地方公共団体における官民連携事業のモデルを形成する。		平成30年度新規予算 ヘイセイ ネンド シンキ ヨサン

		2				地方公共団体における、不動産証券化手法による公的不動産（ＰＲＥ）の民間活用を推進するため、平成29年度に改訂した「公的不動産（ＰＲＥ）の民間活用の手引き～不動産証券化手法を用いた公的不動産（ＰＲＥ）民間活用のガイドライン～」（Ｐ）を活用し、地方協議会等において周知を図る。				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン		優良事例のエッセンス抽出・横展開
		平成３０年度から ヘイセイ ネンド		国土交通省
土地・建設産業局 コクド コウツウショウ トチ ケンセツ サンギョウキョク		－		※検討中 ケントウチュウ

		3				・実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
・実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行う。				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		具体的な案件形成が実際に進むように実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行うとともに、実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号2,8,24に記載） トリクミ バンゴウ キサイ

		4				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（優先的検討規程関連） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		平成29年度末・30年度上半期末の策定状況を調査・公表。 ヘイセイ ネンドマツ ネンド カミハンキ マツ サクテイ ジョウキョウ チョウサ コウヒョウ		策定における課題の解消に向けた助言等の支援を引き続き実施するとともに、毎年度策定状況を公表する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号1に記載）

		5				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（民間事業の参入意欲刺激） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		6				市場性の低い低未利用公的不動産利活用について、優良事例の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ コウテキ フドウサン リカツヨウ ユウリョウ ジレイ セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		7				改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		内閣府 ナイカク フ		－		改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号26に記載）

		8				PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ ソシキ セッケイナド セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号28に追記予定） ケントウチュウ ツイキ ヨテイ

		9				更なる啓発とメッセージ発信を行う。 サラ ケイハツ ハッシン オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		政府インターネットTV等による啓発やアクションプランや各種手引等によるメッセージ発信を実施。 カクシュ テビ ナド ハッシン ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

		10				PPP/PFI推進の障害事項を整理し、対策を検討する。 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		法改正等を実施。 ホウカイセイ ナド ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

		11				期間満了案件の効果検証を行う。 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

		12				官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査を行い、対策を検討する。 カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケン ナド ジッタイ ハアク チョウサ オコナ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ



&14■PPP/PFI推進アクションプランに新たに掲げるべき具体的取組（各府省庁の回答）		　  　　




内閣府

				取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

				1				・実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
・実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行う。				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		具体的な案件形成が実際に進むように実施主体の経験に応じた支援・情報の横展開を行うとともに、実施主体の負担を軽減する柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号2,8,24に記載） トリクミ バンゴウ キサイ

				2				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（優先的検討規程関連） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				３．推進のための施策		（１）実効性のある優先的検討の推進 ジッコウセイ ユウセンテキ ケントウ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		平成29年度末・30年度上半期末の策定状況を調査・公表。 ヘイセイ ネンドマツ ネンド カミハンキ マツ サクテイ ジョウキョウ チョウサ コウヒョウ		策定における課題の解消に向けた助言等の支援を引き続き実施するとともに、毎年度策定状況を公表する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号1に記載）

				3				PPP/PFI推進に資するデータの見える化の推進を図る。
（民間事業の参入意欲刺激） スイシン シ ミ カ スイシン ハカ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				4				市場性の低い低未利用公的不動産利活用について、優良事例の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ コウテキ フドウサン リカツヨウ ユウリョウ ジレイ セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				5				改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度末まで ヘイセイ ネンドマツ		内閣府 ナイカク フ		－		改正ＰＦＩ法案で創設する予定のワンストップ窓口や助言機能が円滑に運用されるよう、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細を検討する。
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号26に記載）

				取組
番号 トリクミ バンゴウ				本取組の概要 ホン トリクミ ガイヨウ		とりまとめ課題における
本取組の該当項目 カダイ ホン トリクミ ガイトウ コウモク		章 ショウ		節 セツ		-		期限 キゲン		担当府省庁 タントウ フショウチョウ		平成29年度末までの取組 ヘイセイ ネン ド マツ トリクミ		平成30年度以降の取組
（改定アクションプランの記載案） ヘイセイ ネンド イコウ トリクミ カイテイ キサイ アン		その他補足事項 タ ホソク ジコウ

				6				PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等の成功エッセンスを抽出し、横展開を図る。 カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ ソシキ セッケイナド セイコウ チュウシュツ ヨコ テンカイ ハカ				３．推進のための施策		（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援 ジョウホウ テイキョウナド チホウ コウキョウ ダンタイ タイ シエン				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中
（現アクションプランの進捗確認シートの取組番号28に追記予定） ケントウチュウ ツイキ ヨテイ

				7				更なる啓発とメッセージ発信を行う。 サラ ケイハツ ハッシン オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		政府インターネットTV等による啓発やアクションプランや各種手引等によるメッセージ発信を実施。 カクシュ テビ ナド ハッシン ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

				8				PPP/PFI推進の障害事項を整理し、対策を検討する。 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		法改正等を実施。 ホウカイセイ ナド ジッシ		※検討中 ケントウチュウ

				9				期間満了案件の効果検証を行う。 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ オコナ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ

				10				官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査を行い、対策を検討する。 カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケン ナド ジッタイ ハアク チョウサ オコナ タイサク ケントウ				※検討中 ケントウチュウ		※検討中 ケントウチュウ				平成３０年度から ヘイセイ ネンド		内閣府 ナイカク フ		－		※検討中 ケントウチュウ



　  　　




削除不可（入力規則用）

				章名 ショウ メイ		節名 セツ メイ		節名01 セツ メイ

				３．推進のための施策		節名01 セツ メイ		（１）実効性のある優先的検討の推進

				４．集中取組方針		節名02 セツ メイ		（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進

				その他 タ		節名03 セツ メイ		（３）公的不動産における官民連携の推進 コウテキ フドウサン カンミン レンケイ スイシン

								（４）民間提案の積極的活用

								（５）情報提供等の地方公共団体に対する支援

								（６）株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用

								節名02 セツ メイ

								①空港

								②水道

								③下水道

								④道路

								⑤文教施設

								⑥公営住宅

								⑦クルーズ船向け旅客ターミナル施設

								⑧ＭＩＣＥ施設

								⑨その他の分野及び分野横断的事項

								節名03 セツ メイ

								その他 タ
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